
平 成 ３ ０ 年 度 
一 般 競 争 入 札 
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◇ 入 札 参 加 申 込 み 受 付 期 間 ◇ 
 

平成 30年 8月 6日（月）から 

平成 30年 8月 17日（金）まで 
 
 

  ※事前に参加申込みが必要です。 
  ※入札に参加を希望される方は、この実施要領をよく読み、内容を十分に把握した 

うえでご参加ください。 
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一般財団法人 川西市都市整備公社 
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23

○位置図 13

○物件調書、画地測量図（物件番号2）

12．用途の規制

13. その他の注意事項

○公社所有地売買契約書（案）

○物件調書、画地測量図（物件番号1）

２

４．現地見学会

５．入札保証金

７．入札

目　　　　　次

１

１．申込用紙の配布

２．申込資格

６．入札の辞退について ４

○一般競争入札（一般財団法人川西市都市整備公社所有地売却）の概要

○入札辞退届 

８．入札にあたっての注意事項

９．落札者の決定

２

５

４

３

３

２３．申込方法

25

11．物件の引渡し及び所有権移転登記

○一般競争入札参加資格証

○委任状

○入札保証金還付請求書

○入札書

17～19

24

６

７

７

７

8～12

14～16

20

21

22

10．契約の締結と売買代金等の支払方法 ６





























200 ％

交通機関

そ の 他

売却条件

⑨開発にかかる都市計画法、建築基準法、兵庫県建築基準条例など関係法規は遵守し、協議が

⑩開発道路の計画は、都市計画法第33条第1項第2号に規定する許可基準に適合すること。
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用途地域 　　　工業地域

従前地

（火打1丁目351）737.45 ㎡
（火打1丁目352）109.09 ㎡
（中央町579-15） 66.75 ㎡
（中央町584-6）  23.73 ㎡

　物　件　調　書（物件番号１）

所　在　地

  　阪神間都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業区域内
  　5街区1-4-2
  　（従前地） 川西市火打1丁目351,352,
　　　　      　　 　中央町579-15,584-6

最低売却価格 76,120,400円

地　　目 宅地

地　　積 仮換地 665.75 ㎡

指定建ぺい率 60 ％ 指定容積率

校　区
　川西北小学校　（北へ約600ｍ）

　川西中学校　  （西へ約1,000ｍ）

②下水道事業受益者負担金を納付すること。

阪急電鉄「川西能勢口」駅から約1,500ｍ
能勢電鉄「絹延橋」駅から約650ｍ

付近の主な
公共機関等

公共施設 中央公民館 郵便局 川西美園郵便局

店　舗 関西スーパー 警　察 川西警察署

①最低売却価格については、土地の価格に加えて水道分担金の金額を含んだ金額である。

　【土地の価格】 73,010,000円

　【水道分担金】  3,110,400円（40㎜口径1本分）

　※但し、宅地への引き込みに係る手数料は権利者の負担となる。

④供給処理施設の引き込みは1宅地に1ヵ所を原則としているため、新たに汚水ます等を整備

⑥上記仮換地の地積は図上計算の結果のため、整地後の確定測量と若干の誤差が生じる

　ことがある。本件の地積は仮換地の地積とする。

この面積の差については、「清算金」として計算し、交付・徴収を行うが、換地処分に

伴い清算金の交付又は徴収があった時は、全て一般財団法人川西市都市整備公社

　（以下、「公社」という。）へ帰属するものとする。

　を遵守すること。

消防施設・ゴミ置場等）及び公益施設を整備すること。）また、同要綱に基づく条件

⑧川西市開発行為等指導要綱に基づく協議を行うこと（第9条に基づく公共施設（道路・

　を行うこと。

⑦開発行為を行う場合は、「開発計画に伴う相談書」を提出のうえ、建築指導課と協議を

　必要な事項については、必ず関係部署と協議すること。

　する場合は権利者の負担で行うこと。

③前面道路にはガス、上水道、下水道（汚水・雨水）の供給処理施設が設置されているが、

これらを使用するにあたり、宅地内の配管工事が必要となる場合は、権利者で手続き

　を行うこと。

⑤売却物件は、現況有姿での引渡しとなる。

　※当該土地については、宅地内までは下水道（汚水・雨水）のみ引き込みがある。

別 表 １



そ　の　他

売 却 条 件

⑯当該区域内は、現在仮換地指定の状況であり、仮換地の登記は存在しない。

　など）が記載されるため、売買は従前地で行うこと。

⑰本件土地の公租公課については、引き渡し日より土地購入者が負担すること。

　ものとする。

⑱転売を行う場合は、必ず上記の内容を買主に引き継ぐこと。

　については道路管理課と協議すること。

の許可を必ず得ること。また、法定外公共物（里道・水路等）に係る使用許可に

⑪工事に関して現市道・市管理道路に係るもの、国道に係るものについて、道路法

⑫仮換地の使用にあたり、次の（ア）～（ウ）の行為を行う場合、換地処分の公告がある

　おける撤去等に必要な工事費については、すべて土地購入者の負担とする。

土地購入者が当該土地を使用するにあたり、その他の地下構造物等が表出した場合に

区域内では、土壌汚染が確認されている場所があるため、川西市が、土壌汚染対策法に

土地の引き渡し後に土地購入者が行った調査等において、異なる結果が得られた場合

　であっても、川西市及び公社は一切補償しない。

則り、兵庫県と協議し、六価クロムなどの人為的汚染については全量除去し、

　都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業に着手をした。

⑮当該区域は、古くから皮革工場の集積地であったが、転廃業事業を経て、阪神間

⑭当該土地の地耐力については、土地の１ヶ所以上で地耐力30KN／㎡を確保している。

　ついては全て撤去を行っている。

⑬当該土地は、皮革工場の集積地であったため、地下構造物等が表出する可能性がある。

川西市において整地を行う際、100㎡当たり1ヶ所以上を試掘し、発見した構造物等に
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　工事を実施している。

１メートル以深の自然地盤にも自然由来物質が存在していることから、土地の形質変更を

行う際には、兵庫県に確認の上、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に規定する手続き

を行う必要があるが、それに伴う土壌汚染対策に係る届出費用及び工事費等はすべて

　土地購入者の負担とする。

換地処分の効力が発生すると宅地の新しい登記簿に従前地の権利関係（所有権や抵当権

なお、公租公課の負担額については、4月1日を起算日とする日割り計算により算出する

ヒ素・フッ素・鉛などの自然由来汚染については計画地盤高さから１メートルを対象に、対策

　日までは「土地区画整理法」及び「建築行為等の手続条例」による手続きを行うこと。

　（ア）建築物、工作物の新築、改築、増築（建物、門や塀、看板など）

　（イ）土地の形質の変更（私道をつくったり、土地の切り盛りを行ったり、舗装など）

　（ウ）重量が5ｔを超える物件の設置または堆積





300 ％

交通機関

そ の 他

売却条件

　歩道の切下げ、汚水ます等を整備する場合は権利者の負担で行うこと。

④前面道路にはガス、上水道、下水道（汚水・雨水）の供給処理施設が設置されているが、

これらを使用するにあたり、宅地内の配管工事が必要となる場合は、土地購入者が

　手続きを行うこと。

⑥売却物件は、現況有姿での引渡しとなる。
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　※当該土地については、宅地内までは上水道(2本)、下水道(汚水・雨水)の引き込みがある。

    前面道路の豊川橋山手線は無電柱化を行い、宅地内は、引き込み管が整備されている。

⑤歩道の切下げ・供給処理施設の引き込みは1宅地に1ヵ所を原則としているため、新たに

⑦上記仮換地の地積は図上計算の結果のため、整地後の確定測量と若干の誤差が生じる

　ことがある。本件の地積は仮換地の地積とする。

この面積の差については、「清算金」として計算し、交付・徴収を行うが、換地処分に

伴い清算金の交付又は徴収があった時は、全て一般財団法人川西市都市整備公社

　（以下、「公社」という。）へ帰属するものとする。

　基づく条件を遵守すること。

（道路・消防施設・ゴミ置場等）及び公益施設を整備すること。）また、同要綱に

⑨川西市開発行為等指導要綱に基づく協議を行うこと（第9条に基づく公共施設

　を行うこと。

⑧開発行為を行う場合は、「開発計画に伴う相談書」を提出のうえ、建築指導課と協議

①最低売却価格については、土地の価格に加えて水道分担金の金額を含んだ金額である。

　【土地の価格】 48,520,000円

　【水道分担金】  　311,040円（20㎜口径1本分）

　※但し、宅地への引き込みに係る手数料は土地購入者の負担となる。

②当該土地については、すでに20㎜口径の水道管が2本引き込まれている。土地の利用

　形態に応じて、2本の水道を利用する場合には、別途20㎜口径分の水道分担金を納付すること。

　必要となる場合がある。その際は、土地購入者の負担で行うこと。

　土地の利用形態の中で、水道の利用が1本の場合、他方の水道管の閉栓手続きが

　物　件　調　書（物件番号２）

所　在　地

  　阪神間都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業区域内
  　6街区19
  　（従前地） 川西市火打1丁目257-1
　　　　      　　 　中央町579-14,584-7

最低売却価格 48,831,040円

地　　目 宅地

地　　積 仮換地 274.10 ㎡ 従前地
（火打1丁目257-1）91.20 ㎡
（中央町579-14）  82.53 ㎡
（中央町584-7）  197.05 ㎡

指定建ぺい率 80 ％ 指定容積率

校　区
　川西北小学校　（北へ約850ｍ）

　川西中学校　  （西へ約750ｍ）

用途地域 　　近隣商業地域

③下水道事業受益者負担金を納付すること。

阪急電鉄「川西能勢口」駅から約1,200ｍ
能勢電鉄「絹延橋」駅から約400ｍ

付近の主な
公共機関等

公共施設 中央公民館 郵便局 川西美園郵便局

店　舗 関西スーパー 警　察 川西警察署

別 表 ２



そ　の　他

売 却 条 件 ⑰当該区域内は、現在仮換地指定の状況であり、仮換地の登記は存在しない。

　など）が記載されるため、売買は従前地で行うこと。

⑱本件土地の公租公課については、引き渡し日より土地購入者が負担すること。

　ものとする。

⑲転売を行う場合は、必ず上記の内容を買主に引き継ぐこと。

則り、兵庫県と協議し、六価クロムなどの人為的汚染については全量除去し、

区域内では、土壌汚染が確認されている場所があるため、川西市が、土壌汚染対策法に

　都市計画事業中央北地区特定土地区画整理事業に着手をした。

⑯当該区域は、古くから皮革工場の集積地であったが、転廃業事業を経て、阪神間

⑭当該土地は、皮革工場の集積地であったため、地下構造物等が表出する可能性がある。

川西市において整地を行う際、100㎡当たり1ヶ所以上を試掘し、発見した構造物等に

⑩開発にかかる都市計画法、建築基準法、兵庫県建築基準条例など関係法規は遵守し、

土地の引き渡し後に土地購入者が行った調査等において、異なる結果が得られた場合

　ついては全て撤去を行っている。

土地購入者が当該土地を使用するにあたり、その他の地下構造物等が表出した場合に

　おける撤去等に必要な工事費については、すべて土地購入者の負担とする。

18

を行う必要があるが、それに伴う土壌汚染対策に係る届出費用及び工事費等はすべて

　日までは「土地区画整理法」及び「建築行為等の手続条例」による手続きを行うこと。

　（ア）建築物、工作物の新築、改築、増築（建物、門や塀、看板など）

　（イ）土地の形質の変更（私道をつくったり、土地の切り盛りを行ったり、舗装など）

⑬仮換地の使用にあたり、次の（ア）～（ウ）の行為を行う場合、換地処分の公告がある

　については道路管理課と協議すること。

行う際には、兵庫県に確認の上、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）に規定する手続き

換地処分の効力が発生すると宅地の新しい登記簿に従前地の権利関係（所有権や抵当権

なお、公租公課の負担額については、4月1日を起算日とする日割り計算により算出する

　工事を実施している。

１メートル以深の自然地盤にも自然由来物質が存在していることから、土地の形質変更を

⑫工事に関して現市道・市管理道路に係るもの、国道に係るものについて、道路法

　（ウ）重量が5ｔを超える物件の設置または堆積

　であっても、川西市及び公社は一切補償しない。

⑮当該土地の地耐力については、土地の１ヶ所以上で地耐力30KN／㎡を確保している。

ヒ素・フッ素・鉛などの自然由来汚染については計画地盤高さから１メートルを対象に、対策

　土地購入者の負担とする。

の許可を必ず得ること。また、法定外公共物（里道・水路等）に係る使用許可に

　協議が必要な事項については、必ず関係部署と協議すること。

⑪開発道路の計画は、都市計画法第33条第1項第2号に規定する許可基準に適合すること。

















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

 

川西市役所 

土木部キセラ川西推進課（川西市役所５階） 

 

〒666-8501 川西市中央町１２番１号 

 

         ℡ 072-740-1203（直通） 

 

 

 

 


